
『境港地域における水産物の生産・流通に関する事業継続計画（ＢＣＰ）』について 

 

１ 目的 

  現在、『災害に強く、消費者の「安全・安心」のニーズに対応した高度衛生管理型の漁港・市場

整備』を基本目標としてハード整備を進めているが、特に大規模災害が発生した場合は、ハード

整備だけでは、漁港施設のみならず、漁場や流通などにも影響を及ぼすことが危惧される。その

ため、境港地域における水産関係者はもとより、地域経済への影響を抑えることを目的として、

境港地域ＢＣＰ（以下、「ＢＣＰ」という。）を策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 策定主体 

『さかいみなと漁港・市場活性化協議会』の専門部会として設置した『災害復旧ＷＧ』にて

策定し、『さかいみなと漁港・市場活性化協議会』が承認する。 

『災害復旧ＷＧ』を『境港地域ＢＣＰ協議会』と位置づけ、ＢＣＰ策定のほか、ＢＣＰに定

める事前対策の実施、ＢＣＰの周知、訓練、見直し、改善等の運用も担う。 

（災害復旧ＷＧ 会長…境港水産物市場管理株式会社 佐々木代表取締役社長） 

 

３ 検討対象 

  ・対象範囲…漁港区域、港湾区域に加え、昭和工業団地から 
竹内工業団地までの水産加工団地一帯 

  ・想定する災害 …地震、津波等 
  ・対象漁業種類 …まき網漁業、いかつり漁業、べにずわい 

がにかにかご漁業、沖合底びき網漁業 
 
４ 計画に記載されている内容 

   検討対象として掲げた漁業種類毎に、実施すべき事前対策および事後対策を挙げ、実際にそ

れを実施する体制・役割分担・事前対策にあっては目標年度を記載。 
 

 

 

 

 

 

 

５ 策定後の計画の取扱い 

 〇計画策定後は、ＢＣＰを地域で共有し、各機関において、ＢＣＰにて取り決めた事前対策の実

施、事後対策の準備を行う。 
〇定期的に事前対策の進捗状況の確認、訓練を実施し、ＢＣＰの課題、問題点を洗い出し、ＢＣ

Ｐの見直し・改善を行うことで、実効性の高いＢＣＰを構築する。 
○災害発生時には、ＢＣＰに基づき各種対策を実施し、水産物流通の早期再開を図る。 

現在の段階 
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『境港地域における水産物の生産・流通に関する事業継続計画（ＢＣＰ）』の概要 

 

境港地域ＢＣＰは、４部構成から成る。  
「１ はじめに」 ＢＣＰの必要性、ＢＣＰ協議会メンバーについて記載。 
「２ 基本情報」 境港地域の特性や漁業について記載するとともに、想定され

ている災害、復旧における問題点・課題について記載。 
「３ 発災前にすべきこと」 被災を最小限に留めるため、被災後、早期復旧を図るための

事前対策を記載。また、定期的に実施することとして、境港

地域ＢＣＰを用いる訓練や、境港地域ＢＣＰの見直し等につ

いて記載。 
「４ 発災後にすべきこと」 発災後に実施すべきことの内容と手順を記載。発災後は、「４ 

発災後にすべきこと」を参照して、水産物の早期復旧を図る。 
 
   １ ＢＣＰ協議会の構成、役割、連絡体制等を位置づけ 
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   ２ 漁業種類毎、項目毎に必要となる機能、課題の洗い出し 
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   ３ 課題に対応した必要な事前対策について、実施主体、目標年度を設定 
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   ４ 発災後にすべきことについて全体の流れを整理するとともに、 

各項目ごとに、発災後にすべきことをフローで整理 
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さかいみなと漁港・市場活性化協議会に係る災害復旧ワーキンググループ設置要綱 
 
（名称） 
第１条 本会は、「さかいみなと漁港・市場活性化協議会に係る災害復旧ワーキンググルー

プ（以下、「本会」という。）」と称する。 
 
（目的） 
第２条 本会は、さかいみなと漁港・市場活性化協議会で協議されている事業のうち、災

害に強い漁港・市場づくりに資するため、災害発生後の水産物の円滑な生産・流通再開

に向けた事業継続計画（ＢＣＰ）の策定及び運用に係る議事を整理し、具体的な議論を

することで、さかいみなと漁港・市場活性化協議会に反映させることを目的とする。 
 
（事業） 
第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の検討を行う。 
（１）今後の漁業地域における災害復旧のあり方に関すること。 
（２）水産物の生産・流通に関する事業継続計画の策定に関すること。 
（３）水産物の生産・流通に関する事業継続計画に係る訓練の実施に関すること。 
（４）水産物の生産・流通に関する事業継続計画の見直し、改善に関すること。 
（５）その他、ワーキンググループの目標達成に必要な検討。 
 
（組織） 
第４条 本会は、別紙の者をもって組織する。 
 
（会長） 
第５条 本会に会長を置く。 
２ 会長は、委員において互選する。 
３ 会長は、本会を総括し、本会を代表する。 
 
（会議） 
第６条 本会は、会長が招集し会長が議長となる。 
２ 本会は、会長が必要と認めるときは、委員以外の出席を求め、意見を聴くことができ 
 る。 
３ 本会は、委員の代理の者の出席を妨げない。 
 
（事務局） 
第７条 本会の事務は、鳥取県農林水産部水産振興局水産課、境港水産事務所、県土整備

部空港港湾課及び境港市産業部水産課で行う。 
 
（会議の公開） 
第８条 本会は公開とする。 
 
（委任） 
第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。 
 

附則 
この要綱は平成２９年９月７日から施行する。 
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区    分 所属 役職 氏名 備考

境港水産物市場管理株式会社 代表取締役社長 佐々木　六郎 境港魚市場株式会社　代表取締役社長

境港水産物市場管理株式会社 専務取締役 北野　茂樹

山陰旋網漁業協同組合 副組合長 森脇　寛 若葉漁業株式会社　代表取締役社長

山陰旋網漁業協同組合 理事 橋津　寛
共和水産株式会社　取締役常務
執行役員　営業本部長

山陰旋網漁業協同組合 専務理事 川本　英文

島根県まき網漁業協議会 副会長 平木　操 有限会社共幸水産　代表取締役

鳥取県かにかご漁業組合 組合長 喜多村　一司 有限会社北陽水産　代表取締役社長

鳥取県小型いかつり漁業協会 会長 岩田　慎介 有限会社日吉水産　代表取締役社長

田後漁業協同組合 代表理事組合長 田渕　幸一

鳥取県漁業協同組合境港支所 支所長 赤井　栄作

漁業協同組合ＪＦしまね 専務理事 中尾　由岐夫

鳥取県漁業協同組合境港支所 販売統括部長 景山　悟

境港魚市場株式会社 常務取締役 石橋　久

境港鮮魚仲買協同組合 理事長 島谷　憲司 株式会社島谷水産　代表取締役社長

境港鮮魚仲買協同組合 副理事長 越河　彰統 日本海冷凍魚株式会社　代表取締役社長

境港鮮魚仲買協同組合 副理事長 川口　利之 有限会社川口商店　代表取締役社長

境港鮮魚仲買協同組合 副理事長（代理） 安達　宗男 大海株式会社　取締役部長

山陰化成工業株式会社 専務取締役 福島　光春 資材（発泡）業者

山陰冷蔵株式会社 代表取締役 山本　徹 氷業者

全漁連境港油槽所 所長 浜野　茂夫 燃油業者

建設 一般社団法人鳥取県西部建設業協会 会長 下本　八一郎 株式会社シモモト　代表取締役社長

港湾 境港管理組合 事務局長 吉川　寿明

商工 境港商工会議所 中小企業相談所長 景山　和義

荷受け

仲買

資材物資

災害復旧ワーキンググループ委員

市場管理

生産者
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